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具体的対応方針に係る再検証分析の対象

平成２９年度病床機能報告において高度急性期または急性期と報告した
病棟を持つ１４５５の公立・公的医療機関

各分析項目について（Ａ）「診療実績が特に少ない」または（Ｂ） 「類似か
つ近接」（構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２
つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接している）の要件のいずれかを
全ての項目で満たす４２４病院（29％）を公表（令和元年９月26日）

滋賀県の対象医療機関は、
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・地域医療機能推進機構滋賀病院（大津圏域）・・・Ｂ
・大津赤十字志賀病院（大津圏域）・・・Ａ,Ｂ
・済生会守山市民病院（湖南圏域）・・・Ｂ
・東近江市立能登川病院（東近江圏域）・・・Ａ
・長浜市立湖北病院（湖北圏域）・・・Ｂ



公表後の経過 （令和元年度～）

当初、公設民営は除外される見込みとの情報であった
が、厚生労働省の正式見解として、除外されないことと
された。

国の動き
2020年3月4日および8月31日 医政局長通知
公立・公的医療機関の具体的対応方針の再検証等の

期限は、改めて示す。
２０２２年3月24日 医政局長通知「地域医療構想の
進め方について」
2022年度および2023年度において、対応方針の

策定や検証・見直しを行うこととする。
5


